
 
［船舶］                                     2019年 1月 23日   

 MSI Marine News 
● 海上保険の総合情報サイト もぜひ、ご閲覧ください。(https://www.ms-ins.com/marine_navi/) 

船舶燃料油のＳＯｘ（硫黄酸化物）規制強化について 

 

地球環境の保全や改善のため世界的に様々な取組が進められている中、海事産業分野においても、

大気汚染や海洋汚染の防止、生態系への影響軽減などを目的とした対策が実施されています。 

大気汚染物質であるＳＯｘに関して、２０１６年１０月、ＩＭＯ（国際海事機関。国連の専門機関

の１つ）の委員会で、船舶の燃料油に含まれる硫黄分の濃度の上限を引き下げる国際的な規制強化

を２０２０年１月に開始することが決定されました。本稿ではＳＯｘ規制の強化と対策の概要をご

紹介します。 

 

１．ＳＯｘの環境への影響  

ＳＯｘは石油や石炭など硫黄分が含まれる化石燃料が燃える時に発生し、人体や生態系・自然環

境に悪影響を与えると言われています。 

 

２．ＳＯｘに関する規制 

 船舶から排出されるＳＯｘなどの大気汚染物質の削減に関する世界的取組は、ＩＭＯを中心とし

て進められています。 

(1) マルポール条約（海洋汚染防止条約） 

マルポール条約は、すべての油、有害液体物質、汚水等を規制対象とした、船舶による海洋汚

染を防止するための包括的な条約で、１９７３年、ＩＭＯによって採択されました。 

(2) マルポール条約附属書ＶＩ 

１９８８年、ＩＭＯにおいて船舶からの大気汚染防止に関する検討がスタートし、１９９７年、

船舶からの大気汚染防止を対象としたマルポール条約附属書ＶＩが採択されました。マルポー

ル条約附属書ＶＩは２００５年に発効しましたが、環境問題への世界的な関心の高まりを受け、

その後、更なる規制強化が検討され、２００８年、附属書ＶＩの改正案が採択されました。 

この附属書ＶＩの改正により、ＮＯｘ（窒素酸化物）、ＳＯｘ、ＰＭ（粒子状物質）に関する

規制強化のスケジュールが示されました。 

(3) ＳＯｘの規制強化スケジュール 

船舶から排出されるＳＯｘの量は船舶燃料油の硫黄分の濃度で決まります。２００５年以降、

この濃度の上限が段階的に引き下げられてきましたが、２０２０年１月１日から一般海域にお

ける上限を３．５％から０．５％に引き下げる規制が開始されることになりました。
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☞ 一般海域と指定海域（ＥＣＡ） 

指定海域（ＥＣＡ：Emission Control Area）は北米沿岸、米国カリブ海、北海、バルト海、

の４つの海域に設定されています。 

一般海域は指定海域以外の海域です。 

 

 
                                    （国土交通省 HP） 
☞ 対象船舶 

各海域内のすべての船舶が対象となります。 

 

３．ＳＯｘ規制強化への対策と課題 

 ＳＯｘ規制強化の対策と課題は主に次の３点です。 

(1) 低硫黄燃料油への切替 

船舶燃料油には主に軽油、Ａ重油、Ｃ重油がありますが、ＳＯｘ規制強化への対策が必要とな

るのはＡ重油の一部とＣ重油です。 

現在、供給されているＡ重油の一部とＣ重油の硫黄分は０．５％以上のため、２０２０年１月

以降は０．５％以下の低硫黄燃料油に切り替える必要があります。 

低硫黄燃料油に関しては、従来の燃料油よりも価格が高くなる可能性、需要に見合った供給が

確保できるか、船舶の主機や補機にトラブルを生じさせない品質の確保などの課題が指摘され

ています。 

(2) スクラバー（排ガス浄化装置）の搭載 

従来の船舶燃料油を使用し、船体に搭載したスクラバーにより硫黄分を除去する方法です。 

スクラバー自体の価格が数億円と高価であること、搭載スペースの確保などが課題です。 

(3) ＬＮＧ（液化天然ガス）などの代替燃料の使用 

ＳＯｘがほぼ発生しないＬＮＧを代替燃料として使用する方法です。この方法は、ＬＮＧ用エ

ンジンやＬＮＧ用タンクを船舶に搭載する必要があるため船舶建造コストが高くなることや船

舶燃料としてのＬＮＧを供給するための陸上インフラの整備が必要となることなどが課題とな

ります。 

 

４．おわりに 

 いずれの対策もコストが発生し、また、それぞれ多くの課題があることから、海運、石油、造船、

舶用機器の各業界および行政機関などが連携して対応が進められています。外航海運においては、

規制を守る事業者と守らない事業者の間に不公平が生じないようにするため、２０１８年３月に、

ＩＭＯでＳＯｘ規制の統一的な実施を目的としたガイドラインを２０１９年の夏までに策定するこ

とが合意されました。日本国内においては、２０２０年１月１日からのＳＯｘ規制強化に向け、法制面での

対応が検討されており、今後の動向を注視していく必要があります。 
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